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天晴れ介護サービス「介護現場をよくするzoomセミナー」
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基礎から学ぶ

小規模多機能運営の具体策
■第６回：サ高住併設／サテライト／共生型

天晴れ介護サービス総合教育研究所 株式会社

代表取締役 榊原 宏昌
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■第1部 10:00〜11:30
zoomセミナー（参加者のお名前やお顔は出ません）
ご意見/ご感想/ご質問（チャット）に対しリアルタイムに応答
※「すべてのパネリスト」宛にチャットをお願いします

■第2部 11:30〜12:00
希望者による口頭でのご質問・ご相談・他の参加者との交流等
参加者のお名前やお顔は出ます（ビデオOFFは可能）

■事前に資料送付、セミナー後に「動画データ」と「資料」を送付します
※急用やネット環境不良等の場合は後日動画でご視聴下さい
※法人内のみのご活用にとどめて下さい

■動画＋資料は一般販売もさせて頂きます（以前のものもご視聴可能！）

ご受講にあたって
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講師プロフィール
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昭和52年、愛知県生まれ 介護福祉士、介護支援専門員
京都大学経済学部卒業後、特別養護老人ホームに介護職として勤務
社会福祉法人、医療法人にて、生活相談員、グループホーム、居宅ケアマネジャー、
有料老人ホーム、小規模多機能等の管理者、新規開設、法人本部の仕事に携わる
15年間の現場経験を経て、平成27年4月「介護現場をよくする研究・活動」を目的として独立

著書、雑誌連載多数。講演、コンサルティングは年間300回を超える
4児の父、趣味はクラシック音楽。ブログ、facebookは毎日更新中、日刊・週刊のメルマガ配信中
Zoomセミナー、動画講座も配信中。介護の読書会、介護現場をよくするｵﾝﾗｲﾝ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ主催
天晴れ介護サービス総合教育研究所 https://www.appare-kaigo.com/ 「天晴れ介護」で検索

■HMS介護事業コンサルタント ■WJU介護事業運営コンサルタント
■ＣーＭＡＳ介護事業経営研究会スペシャリスト ■全国有料老人ホーム協会 研修委員
■日本福祉大学 社会福祉総合研修センター 兼任講師 ■一般社団法人 考える杖 理事
■稲沢市介護保険事業計画策定委員会、地域包括支援ｾﾝﾀｰ運営協議会、地域密着型ｻｰﾋﾞｽ運営委員会委員
■出版実績：日総研出版、中央法規出版、ナツメ社、メディカ出版、その他多数
■平成20年第21回ＧＥヘルスケア・エッセイ大賞にてアーリー・ヘルス賞を受賞
■榊原宏昌メールアドレス sakakibara1024@gmail.com
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介護現場をよくする研究・活動
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➢facebook、ブログ等を毎日更新、情報発信
➢メルマガ（日刊：介護の名言、週刊：介護現場をよくする研究＆活動通信）
➢以上の情報はHP（「天晴れ介護」で検索）よりどうぞ
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内容本日の内容

■サ高住併設

■サテライト

■共生型

5
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➢登録定員は29名、稼働はもちろん100％

➢平均要介護度は最低でも2.5、可能な限り3.0を狙う

➢要支援は2名以内（多くても3名、つまり10％未満）

➢訪問体制強化加算、総合マネジメント体制強化加算などの
大きな加算は必ず算定

➢人員は法定人員程度で考える

➢月次で100〜150万円程度の利益（利益率15％〜20％）
200万円（25％）も不可能ではない

収支モデルについて

6
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小規模多機能の収支モデル
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収支モデルについて
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内容本日の内容

■サ高住併設
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同一建物

【解釈通知】
(１) 小規模多機能型居宅介護費の算定について
② 「同一建物」とは、当該小規模多機能型居宅介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建

築物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住
宅に限る。）を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に小規模多機能型居
宅介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一
敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。

また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該小規模多機能
型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護事業者と異なる場合であっても該当するも
のであること。

同一建物

10
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有料老人ホーム等との併設
（小規模多機能型居宅介護）市町村が定める独自の指定基準において、有料老人
ホームや高齢者賃貸住宅等と同一建物内に事業所を設けることは認められない
とすることは可能か。

18.9.4 介護制度改革information vol.127 事務連絡 介護老人福祉施設及び地域密着
型サービスに関するQ&A ／31

1 介護保険法第７８条の４第４項及び同法施行規則第1３1条の９の規定に基づき、
市町村は、指定地域密着型サービス基準のうち、利用定員及び登録定員に関す
る基準､事業所又は従業者の経験及び研修に関する基準､従業者の夜勤に関する
基準並びに運営に関する基準を下回らない範囲内で､当該市町村における指定地
域密着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービス
の事業の設備及び運営に関する基準を定めることができるとされている。

2 市町村は、この規定に基づき、独自に定める指定基準において、有料老人ホー
ムや高齢者賃貸住宅等と同一建物内に事業所を設けることを制限することは可
能である。

有料老人ホーム等との併設

11
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小規模多機能型居宅介護事業所と同一の建物に居住する登録者が登録定員の８割以
上となる場合の減算が廃止され、登録者の居所に応じた基本報酬が設けられた
が、従来可能とされていた、市町村が定める基準において、事業所と同一の建
物に居住する登録者の割合の上限を、例えば、登録定員の５割までと定めるこ
とは引き続き可能なのか。

27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A
（平成27年4月1日）」の送付について ／172

可能である。
なお、当該市町村が定める基準を満たさない事業所は、運営基準違反として指定
取消等の対象となり得る。

集合住宅と同一の建物に所在する
事業所の地域への展開

12
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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集合住宅＋定期巡回について
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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集合住宅＋居宅サービスについて
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令和元年度 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課⻑会議資料（2020年3月10日）
より

〇住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅における過剰なサービス提供に
ついて

住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅やといった高齢者向け住まい
（以下「高齢者向け集合住宅」という。）は、高齢者の多様な住まいのニーズの
受け皿として重要な役割を果たしている一方で、併設する介護事業所から過不足
のないサービスが提供されているかどうかといった様々な課題も指摘されている。

このため、平成 30 年度予算において、これらの事業所に対する重点的な実地指導
が推進されるよう、体制整備を支援する「高齢者向け集合住宅関連事業所指導強
化推進事業」を創設し、実施している。

令和２年度においては、集合住宅関連事業所への実地指導の実施回数が多い自治体
について、実施要綱を一部改正し、補助上限額の見直しを行うこととしているの
で、本事業の積極的な活用について検討をお願いしたい。

4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）集合住宅に対する実地指導

15
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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集合住宅に対する実地指導
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解釈通知集合住宅のケアマネジメント
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解釈通知集合住宅のケアマネジメント
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解釈通知
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実地指導全般の主な指導内容（名古屋市）
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解釈通知
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有料老人ホームが提供するサービス
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解釈通知
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有料老人ホーム設置運営指導指針
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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介護度 広報 人員 備考

１．サ高住29名 ◎ ◎ △ 日中の人員
は2階建てか

平屋にもよ
る

２．サ高住20名+小規模多機能長期宿泊9名 ◎ ◎ ✕

３．サ高住15名+小規模多機能14名 〇 〇 ✕

４．サ高住14名+小規模多機能15名 〇 〇 ✕

住宅+小規模多機能
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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１.サ高住29名（2階建て）

・介護度3.5だとall地域なら利益325万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲70万＋▲29万≒▲100万）
・小規模多機能単体で225万／月
・日中の人員を毎日＋1（常勤換算1.5）すると▲50万
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）すると▲100万
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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業務表を作って検討する
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適正稼働・適正人員・適正利益
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■この３つはセット
・事業所運営の基本的な指標（バイタルサイン）
・経営幹部と管理者が共有し、日々確認し、目指すもの

■適正人員を考える４つの視点
１．介護保険の運営基準（人員基準）
２．労働基準法関連（休日、休憩、有休等）
３．サービスの質
４．収支

■以下３つの表を用いて検討
業務表（１日）＋勤務表（人員）＋収支（適正利益か）
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登録・通い・泊まりの定員
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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１.サ高住29名（平屋）
日中 夜間

宿泊室 宿泊室

平屋だと一体的に見ることができるため通常の配置（13.5）でもいけそう

夜間は１フロアということもあり、訪問対応or有料職員対応で１人も可能

29名

通い
15〜18名

訪問
11〜14名 29名 訪問

29名

泊まり
0名（最低6室）

・介護度3.5だとall地域なら利益325万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲70万＋▲29万≒▲100万）
・小規模多機能単体で225万／月
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）すると▲100万
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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２.サ高住20名＋長期9名（2階）

・介護度3.5だとall地域なら利益325万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲50万＋▲29万≒▲80万）
・小規模多機能単体で245万／月
・日中の人員を毎日＋1（常勤換算1.5）すると▲50万
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）する必要があるため▲100万
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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２.サ高住20名＋長期9名（平屋）

・介護度3.5だとall地域なら利益325万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲50万＋▲29万≒▲80万）
・小規模多機能単体で245万／月
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）する必要があるため▲100万

日中 夜間

宿泊室 宿泊室

平屋だと一体的に見ることができるため通常の配置（13.5）でもいけそう

夜間は平屋であっても泊まり対応（夜勤）と住宅対応（訪問or有料）で2人必要（16時間夜勤で考えると+常勤換算3人）

夜勤

訪問or有料

20名

通い
15〜18名

訪問
11〜14名 20名 訪問

20名

泊まり
9名
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）

30

３.サ高住15名＋小規模14名(2階)

・介護度3.0だとall地域なら利益265万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲35万＋▲29≒▲60万）
・小規模多機能単体で200万／月
・日中の人員を毎日＋1（常勤換算1.5）すると▲50万
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）する必要があるため▲100万
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）

31

３.サ高住15名＋小規模14名(平屋)

・介護度3.0だとall地域なら利益265万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲35万＋▲29万≒▲65万）
・小規模多機能単体で200万／月
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）する必要があるため▲100万

日中 夜間

宿泊室 宿泊室

平屋だと一体的に見ることができるため通常の配置（13.5）でもいけそう

夜間は平屋であっても泊まり対応（夜勤）と住宅対応（訪問or有料）で2人必要（16時間夜勤で考えると+常勤換算3人）

訪問or有料

夜勤

15名

通い
地域10名程度
+５〜８名

訪問
7〜10名 15名 訪問

15名

泊まり
最大9名
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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４.サ高住14名＋小規模15名(2階)

・介護度3.0だとall地域なら利益265万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲35万＋▲14万≒▲50万）
・小規模多機能単体で215万／月
・日中の人員を毎日＋1（常勤換算1.5）すると▲50万
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）する必要があるため▲100万

日中 夜間

２階 ２階

１階 宿泊室 １階 宿泊室

日中は通い定員があるため２フロアに分かれてしまう。各フロアに「早・日・遅」を配置しようと思うと看護職等含めてギリギリか？

夜間は泊まり対応（夜勤）と住宅対応（訪問or有料）で2人必要（16時間夜勤で考えると常勤換算3人プラス）

夜勤

訪問or有料

14名

通い
地域10名程度
+５〜８名

訪問
6〜9名 14名 訪問

14名

泊まり
最大9名



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）
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４.サ高住14名＋小規模15名(平屋)

・介護度3.0だとall地域なら利益265万／月
・同一建物の報酬＋訪問体制強化加算（▲35万＋▲14万≒▲50万）
・小規模多機能単体で215万／月
・夜間の人員を毎日＋1（常勤換算3.0）する必要があるため▲100万

日中 夜間

宿泊室 宿泊室

平屋だと一体的に見ることができるため通常の配置（13.5）でもいけそう

夜間は平屋であっても泊まり対応（夜勤）と住宅対応（訪問or有料）で2人必要（16時間夜勤で考えると+常勤換算3人）

訪問or有料

夜勤

14名

通い
地域10名程度
+５〜８名

訪問
6〜9名 14名 訪問

14名

泊まり
最大9名
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4．課題分析Ⅲ（ケアプラン6領域分析）

介護度 広報 夜勤 日中 利益

１．サ高住29名 ◎ ◎ 1人 ＋1人 75万

２．サ高住20名+小規模多機能長期宿泊9名 ◎ ◎ 2人 ＋1人 95万

３．サ高住15名+小規模多機能14名 〇 〇 2人 ＋1人 50万

４．サ高住14名+小規模多機能15名 〇 〇 2人 ＋1人 65万

住宅+小規模多機能

・１と２は介護度3.5想定、３と４は介護度3.0想定
・日中に加配するかどうかで50万／月かわる。平屋かどうかの影響大
➢広報がしやすいことが一番の利点だが、適正利益を考えると、

介護度の課題、日中の人員の課題、夜勤配置の課題、行政との兼ね合いの課題
などが想定される

34
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小規模多機能＋サ高住
※同じサ高住の中で、小規模登録の利用者と、居宅+訪問の利用者が混じる

と、サ高住の中のオペレーションが混乱する恐れがある。コンプライアン
スの面からもリスクを抱える。せめてフロアで分かれているとよい。

※他社事例だと、サ高住+小規模多機能の場合、サ高住：小規模＝ 3:7の割
合で考えているとのこと。さらに、小規模は基本的に地域（居宅等）に営
業し、ゆくゆくはサ高住への住み替えができることも売りにしている。

※小規模多機能の通い定員も考えると、サ高住との組み合わせは定期巡回の
方が向いているようにも思う。定期巡回（サ高住10+地域10）でのスター
トは理想的と言われる。また、例えば、終末期の場合は、小規模多機能+
訪問看護には限界がある。訪問看護が医療でないと限度額超えをしてしま
う。

※いずれにしてもサ高住の利用者がサービスを選択できる、という前提をク
リアする必要はある。

小規模多機能＋サ高住
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内容本日の内容

■サテライト
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サテライトの要件（解釈通知）

① サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の実施要件基準第63条第７項
の規定によるサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所（以下「サテライト事
業所」という。）の実施に当たっては、次の要件を満たす必要があること。

イ サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所に係る指定小規模多機能型居宅介
護事業者は、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業に
ついて３年以上の経験を有するものである必要があるが、この場合、指定小規模
多機能型居宅介護以外の事業の経験についても当該経験に算入できることに留意
すること。また、「３年以上の経験」については、当該指定日において満たして
いる必要があり、休止等、事業を運営していない期間は除いて計算すること。

ロ サテライト事業所は、本体事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指
定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、当該事業所に対する支援機能を
有する事業所をいう。以下、この号において同じ。）を有する必要があるが、こ
こでいう「支援機能を有する事業所」については、当該本体事業所が次のいずれ
かに該当することを指すものであること。

ａ 事業開始以降１年以上の実績を有すること
ｂ 当該本体事業所の登録者数が、当該本体事業所において定められた登録定員の
100分の70を超えたことがあること

サテライトの要件
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サテライトの要件（解釈通知）
ハ サテライト事業所は、本体事業所との密接な連携を確保しつつ、運営するも

のであるため、次に掲げる要件をいずれも満たす必要があること。
ａ 本体事業所とサテライト事業所の距離は、自動車等による移動に要する時間
が概ね20分以内の近距離であること

ｂ １の本体事業所に係るサテライト事業所の数は２箇所までとすること

ニ 本体事業所とサテライト事業所は、同一の日常生活圏域内に所在することが
望ましいが、隣接する市町村における指定小規模多機能型居宅介護事業所又は
指定看護小規模多機能型居宅介護事業所とすることも差し支えないものである。

ホ なお、市町村⻑は、サテライト事業所の指定に当たっては、他の地域密着型
サービスの指定の場合と同様、あらかじめ市町村に設置される地域密着型サー
ビス運営委員会等の意見を聴き、必要があると認められる場合は、指定の際に
条件を付す等により、事業の適正な運営に当たっての措置を講ずること。

サテライトの要件
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サテライト事業所の人員

本体事業所の従業者がサテライト事業所の登録者に対して訪問サービスを
行った場合、本体事業所の勤務時間として取り扱ってよいか。

24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／157

本体事業所における勤務時間として取り扱い、常勤換算方法の勤務延時間
数に含めることとする。

サテライトの要件
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サテライト事業所の設置

サテライト事業所を本体事業所と同一の建物に又は同一敷地に別棟で設置
することはできるか。

24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定
に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／159

サテライト事業所は、地域の実情に応じて、利用者にとってより身近な地
域で小規模多機能型居宅介護のサービス提供が可能になるよう設置す
べきものであり、同一の建物又は同一敷地に別棟で設置することは認
められない。

サテライトの要件
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サテライト型

１．毎日夜勤あり
介護度2.7で、月30万

２．月の半分夜勤あり
介護度2.7で、月65万（職員1人分浮く）
※日中配置を考えると純粋に1.5人分は浮かない

３．夜勤なし
介護度2.7で、月100万（職員1人分浮く）
※日中配置を考えると純粋に1.5人分は浮かない

サテライトの収支
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内容本日の内容

■共生型
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共生型サービス
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障害福祉サービス等報酬改定検討チーム第16回（H29.12.7） 資料１

共生型サービス
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従来のジャンルの垣根を越えて高齢者と障害者をともに受け入れる「共生型サービス」。生
活に課題を抱える人を横断的に支える体制をつくるため、4月から訪問介護や通所介護、
ショートステイで新たに導入される。厚生労働省は5日、（看護）小規模多機能型居宅介
護でも「共生型」を展開できるようにすることを正式に決め、その報酬やルールを明ら
かにした。

「通い」と「泊まり」の2つの機能を使い、障害児・障害者に対してサービスを提供できる
ようになる。必要な研修を修了していない職員がいるため、「訪問」は対象から除外さ
れた。登録定員・利用定員との関係は、年度末までに固めて通知するという。

「通い」で提供できるのは、障害福祉の生活介護（デイサービス）、自立訓練（機能訓練・
生活訓練）、児童発達支援、放課後等デイサービス。それぞれの報酬は以下の通りだ。
障害児・者を受け入れた日に算定できる。

○ 小多機が生活介護を提供：854単位
○ 小多機が機能訓練を提供：696単位
○ 小多機が生活訓練を提供：661単位
○ 小多機が児童発達支援を提供：560単位
○ 小多機が放課後等デイサービス（授業終了後）を提供：427単位
○ 小多機が放課後等デイサービス（休業日）を提供：551単位

45
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共生型サービス
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共生型サービス
加算もつく。「サービス管理責任者配置等加算」は、生活介護か自立訓練を提供する小多機

が対象だ。その名の通り、サービス管理責任者（＊）を配置しておくことが要件。高齢者
らが集まれる居場所を用意するなど、地域の福祉に貢献する活動に取り組んでいることも
必須とされた。これらをクリアすれば、「共生型」を提供した日に障害者1人につき58単
位を上乗せできる。

＊ サービス管理責任者
障害福祉の生活介護（デイサービス）などで常勤1人以上の配置が求められている。一定の実

務経験や研修が資格要件。

「共生型サービス体制強化加算」も作られた。児童発達支援か放課後等デイサービスを提供
する小多機が対象だ。要件と単価は以下の通り。

○ 児童発達支援管理責任者を配置：103単位
○ 保育士か児童指導員を配置：78単位
○ 児童発達支援管理責任者に加えて、保育士か児童指導員を配置：181単位
このほか、要件さえ満たせば個々の障害福祉サービスでもともと設けられている加算も

取得できる。
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共生型サービス



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

共生型サービス
一方の「泊まり」は、介護保険の短期入所生活介護が「共生型」を実施する場合と同じ扱い

となる。報酬は4種類。通常の「福祉型」に加えて、1人以上の看護師を常勤で配置するこ
となどが要件の「福祉強化型」があり、それぞれが1日分の単価（サービス費I）と夜間の
みの単価（サービス費II）に分かれている。

○ 共生型短期入所（福祉型）サービス費（I）：761単位
○ 共生型短期入所（福祉型）サービス費（II）：233単位
○ 共生型短期入所（福祉強化型）サービス費（I）：958単位
○ 共生型短期入所（福祉強化型）サービス費（II）：432単位

加算は「福祉専門職員配置等加算」が設けられた。資格保有者の割合で2種類に分かれている。
要件は以下の通り。

福祉専門職員配置等加算（I）
常勤の生活支援員のうち、社会福祉士などの資格保有者が35%以上雇用されている場合：1日

15単位
福祉専門職員配置等加算（II）
常勤の生活支援員のうち、社会福祉士などの資格保有者が25%以上雇用されている場合：1日

10単位
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「サービス提供が過少である場合の減算」及び「事業開始時支援加算」における登録者数に、
障害者自立支援法に基づく基準該当生活介護等の利用者を含めるのか。

24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ
（Vol.2）（平成24 年3 月30 日）」の送付について ／28
基準該当生活介護の利用者については、通いサービスを利用するために小規模多機能型居宅介
護に登録を受けた者と定義されており、介護保険法における指定（介護予防）小規模多機能
型居宅介護事業所の登録者とはみなされないことから、これら加算・減算の算定の基準とな
る登録者には含まれない。

なお、この取扱いについては、障害者自立支援法の基準該当障害福祉サービスとして実施され
る又は構造改革特区の認定を受けて実施される自立訓練、児童発達支援、放課後等デイサー
ビス又は短期入所の受け入れについても同様である。

48

ただし……
■群馬県の例
【定員】登録定員は指定(介護予防)小規模多機能型居宅介護（または看護小規模多機

能型居宅介護）と共生型サービス合わせて２９人、サテライトは同じく１８人以下
とする

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉
サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令より
「共生型生活介護の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業者等の基準」

共生型サービス
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共生型サービス
（利用定員、利用人数の考え方）問３
① 共生型通所介護を併設する指定生活介護事業所において基本報酬を算定する際に、人数の区分

の考え方はどうなるか。
② 介護保険制度の指定通所介護事業所等が、障害者へ生活介護を提供する場合、定員超過の減算

はどちらを対象に、どのように取り扱うべきか。
③ 共生型通所介護事業所を併設する指定生活介護事業所における人員欠如減算の考え方はどうな

るか。
（答）
① 指定生活介護の利用者（障害者）と共生型通所介護の利用者（要介護者）の合計数が属する区

分の基本報酬を算定する。
② 共生型生活介護事業所の定員については、障害給付の対象となる利用者（障害児者）と介護給
付の対象となる利用者（要介護者）との合算で、利用定員を定めることとしているため、合計
が 20 人を超えた場合には、介護給付及び障害給付の両方が減算の対象となる。

※ 共生型短期入所事業所についても同様の取扱いとする。
③ 指定生活介護の利用者（障害者）と共生型通所介護の利用者（要介護者）の合計数に対して必

要となる従業員数を満たさない場合に人員欠如減算を適用する。
この場合において、共生型通所介護を受ける利用者（要介護者）は障害支援区分５とみなして計

算すること。
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5％ダウン
小規模は？

小規模多機能 区分支給限度基準額 差
要支援１ 3,418単位 5,032単位 1,614単位
要支援２ 6,908単位 10,531単位 3,623単位
要介護１ 10,364単位 16,765単位 6,401単位
要介護２ 15,232単位 19,705単位 4,473単位
要介護３ 22,157単位 27,048単位 4,891単位
要介護４ 24,454単位 30,938単位 6,484単位
要介護５ 26,964単位 36,217単位 9,253単位

※上記は基本報酬のみであり、加算なし

➢仮に登録1人分が20,000単位としても、生活介護854単位で割ると、
23.4回／月（週5.5回の通い）となり、通い定員を大幅にくうことにもなる……

➢職員に求められる資質の面から言っても、積極的には難しいか……

小規模多機能の基本報酬（月）
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内容本日の内容

■サ高住併設

■サテライト

■共生型
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講演・コンサルティング実績と主なテーマ
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著書・雑誌連載
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天晴れ介護サービスのオンライン企画

54

１．現場力強化シリーズ（管理者向け、ケアマネ向け、新人向けなど）
２．経営力強化シリーズ（事業経営実践塾等）
３．法定研修シリーズ（身体拘束、虐待、個人情報等）
４．ニュースまとめ（月１回のマンスリージャーナル、facebookライブ）
５．ビジネススキル（社会人として身につけておきたい基本）
６．マニュアル・データシリーズ（経営力向上に資するマニュアルやデータ）
７．テーマ別グループコンサルティング（5人限定）
８．個別相談会（無料、月5名程度）
９．セミナーダイジェスト（facebookライブにて）
10．対談シリーズ（facebookライブにて）

➢１回２時間程度
➢顔出し・名前出しなし！
➢セミナー終了後に「動画」と「資料」を

お送りしますので、当日都合が悪い方もご受講頂けます
➢法人内研修にもご活用頂けます
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12月のオンライン企画（詳細はHPより）

55

➢12月7日（月）
21：00〜22：00 facebookライブ（11月のzoomセミナーダイジェスト）
※職場をよくする対話型リーダーシップ実践会限定

➢12月12日（土）
10：00〜12：00 小規模多機能セミナー（第6回）サ高住併設／サテライト／共生型
14：00〜16：00 コロナ対策マニュアル「介護現場編」改訂版
19：30〜21：30 ケアマネジャー向け（第8回）必要書類整備が標準となる仕組み

➢12月26日（土）
10：00〜12：00 管理職向けセミナー（第8回）身体拘束防止
13：30〜17：00 医療・介護・福祉業界で「個人」としてのキャリア第２回
19：30〜21：30 介護現場をよくするマニュアルシリーズ（CMケアプラン編）

➢12月28日（月）
10：00〜16：00 zoom無料相談会（お一人様30分）５枠
21：00〜22：00 facebookライブ（マンスリー・ジャーナル12月号）
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小規模多機能セミナー


